
2018 年 11 月 30 日 

 
地元企業の事業リスク対策支援への取組み強化と対応商品の拡充について 

～「〈ひろぎん〉営業継続費用保険付ローン」の創設と「〈ひろぎん〉サイバーセキュリティ対策支援ローン」の改正について～ 

 
株式会社広島銀行（頭取 部谷 俊雄）では、地元企業の事業リスク対策支援を強化するとともに、事業リスク対策

に効果的な融資商品の取扱いを開始しますので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 
 
１．目的 

  自然災害やサイバー攻撃、人事・労務に関する問題など企業活動に重大な影響を及ぼす事象が頻発するなか、

事業リスク対策を企業の共通の経営課題ととらえ、地元企業の事業リスク対策支援に積極的に取組むもの。 

 

２．対応商品の拡充について 

  上記取組みの一環として、企業にとって特に対策が急務である「自然災害リスク」および「サイバーセキュリティ  

リスク」への対策に効果的な商品として、お借入期間中に自然災害やサイバー攻撃等により発生した損害にかかる

費用を補償する損害保険※をセットした以下の２商品の取扱いを開始します。 
※当行を契約者、商品をご利用いただくお客さまを被保険者とし、引受保険会社が東京海上日動火災保険株式会社の損害保険です。 

 

（１）｢〈ひろぎん〉営業継続費用保険付ローン｣の創設（商品概要は別紙をご参照ください） 

    お借入期間中に火災や自然災害等（地震・噴火・津波を除く）により罹災した場合に、「仮店舗の借入費用」

｢突貫工事の割増費用｣等、営業を継続するために生じた追加費用を補償する損害保険がセットされた融資  

商品です。 

 

（２）｢〈ひろぎん〉サイバーセキュリティ対策支援ローン｣の改正（商品概要は別紙をご参照ください） 

    従来のサイバーセキュリティリスクへの対策向上に向けた各種支援に加え、融資期間中にサイバー事故に 

よる情報漏えい等により、法律上の損害賠償責任を負うことで被る損害を補償する損害保険をセットします。 

 

３．取扱開始日 

   2018 年 12 月 3 日（月） 

 
 

以 上 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

本件に関するお問い合わせ先 
株式会社広島銀行 法人企画部 

TEL （082）247-5151（代表） 



 
別  紙 

「〈ひろぎん〉営業継続費用保険付ローン」概要 

取 扱 店 全店 

対象となる方 直近決算の売上高が 500 億円以内の法人のお客さま 

お 使 い み ち 事業に必要な運転資金、設備資金 

ご 融 資 金 額 1,000 万円以上 5 億円以内 

ご 融 資 期 間 1 年以上 5 年以内 

ご 融 資 利 率 当行所定の金利（変動金利） 

ご 返 済 方 法 元金均等分割返済 

担保・保証人 当行所定の審査によります 

セットされる

損 害 保 険 

名  称：営業継続費用保険（企業財産包括保険 営業継続費用）※ 
補償対象：火災や自然災害等（地震･噴火･津波を除く）により店舗･事務所･工場やその

付属設備等が被害を受けた場合に､営業を継続するために生じた追加費用 

保 険 金 額 

ご融資金額（融資実行時の金額）に応じて以下の通り 
ご融資金額 お支払限度額 
3,000 万円未満 500 万円

5,000 万円未満 1,000 万円

5,000 万円以上 3,000 万円
 

「〈ひろぎん〉サイバーセキュリティ対策支援ローン」概要 

取 扱 店 全店 

対象となる方 

直近決算の売上高が 200 億円以内であって、サイバーセキュリティ対策を必要とし、

「簡易リスク診断〈定量・定性〉ヒアリングシート」を当行へ提出いただける法人の

お客さま 

お 使 い み ち 
事業活動に必要な運転資金、設備資金 

※サイバーセキュリティ対策に必要な資金以外の使途にもご利用いただけます 

ご 融 資 金 額 1,000 万円以上 5億円以内 

ご 融 資 期 間 1 年以上 5年以内 

ご 融 資 利 率 当行所定の金利（変動金利） 

ご 返 済 方 法 元金均等分割返済 

担保･保証人 当行所定の審査によります 

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ

対 策 支 援 

・サイバーセキュリティリスクへの対策状況の無料診断 

・診断結果に応じた対策導入・向上に向けた個別支援 

・サイバーセキュリティ対策の専門事業者の紹介 

セットされる

損 害 保 険 

名  称：サイバーリスク保険（賠償責任保険）※ 

補償対象：サイバー事故による情報漏えい等により、法律上の損害賠償責任を負うこと

で被る損害に関する費用 

保 険 金 額 保険金支払限度額：1,000 万円（ただし免責金額 50 万円） 

※「営業継続費用保険（企業財産包括保険 営業継続費用）」と「サイバーリスク保険（賠償責任保険）」は、弊行を 
契約者、商品をご利用いただくお客さまを被保険者とし、保険料は弊行負担です。なお、各保険とも、引受保険 
会社は東京海上日動火災保険株式会社です。 


